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経理規程実施細則

第１章　総　　則

（目的）
第１条　この細則は、経理規程第３条における適用第２項に基づき、当社の経理処理手続の細則を定めたものである。

（細則の適用）
第２条　当社の経理業務のうち、経理規程に定めのない事項はこの「経理規程実施細則」の定めるところによる。

２　この細則は、企業会計原則および関係諸法令などの会計諸規則に準拠して作成されており、これらの改廃に際し必要ある場合は、この細則を改廃するものとする。

３　この細則に定めのない事項については、経理責任者の指示を仰がなければならない。この場合、経理責任者は、会計諸規則への準拠に特に留意しなければならない。

第２章　勘定科目、会計伝票、帳票

（証憑の内容）
第３条　経理規程第13条に定める証憑とは、次のものをいう。

　(1)　入金にかかわるもの

　　　相手方に渡す領収証の控、銀行振込み、入金の明細など

　(2)　支払いにかかわるもの

　　　相手方から受け取る領収証、銀行振込依頼書など

　(3)　仕入れにかかわるもの

　　　相手方から受け取る送り状、納品書または請求書で、当社所定の検収印のあるもの

　(4)　売上にかかわるもの

　　　納品書、出荷報告書、相手方の受領印のある物品受領書など

　(5)　その他

　　　取引の内容を示す契約書、見積書、計算書など

（証憑の訂正）
第４条　外部で発行された証憑で訂正を要する場合は、相手方に訂正を依頼してこれを行う。

２　当社で作成する証憑の訂正は、第５条の定めに準ずる。

（帳票の訂正）
第５条　文字および記号の訂正は、訂正すべき部分、数字または金額の訂正は、訂正すべき数字もしくは金額の全部に二重線を引き、その上部に正当な文字、金額などを記入する。

２　複写式伝票の訂正は、全葉に複写して行う。

３　訂正を行った者は、取消し二重線の中央部に押印しなければならない。

（訂正伝票）
第６条　既発行伝票に誤りがある場合は、それを発見した日に既発行伝票の取消し仕訳を行い、正しい伝票を再発行しなければならない。

２　既発行伝票には取り消した旨、再発行伝票の日付、再発行伝票には訂正を行う旨、既発行伝票の日付および伝票番号を記入して、相互の関連を明確にしなければならない。

（補助元帳の内訳）
第７条　経理規程第15条に定める、伝票・帳票の種類、第３項にいう補助元帳の内訳は、次のとおりとする。

　(1)　商品台帳

　(2)　得意先元帳

　(3)　仕入れ先元帳

　(4)　有価証券台帳

　(5)　仮払金明細表

　(6)　固定資産台帳（減価償却明細表）

　(7)　貸付金台帳

　(8)　敷金保証金台帳

　(9)　長期前払い費用台帳

　(10)　その他必要に応じて設けた帳簿

（帳票の整理確認）
第８条　経理事務責任者は、すべての仕訳伝票が入帳されたことを確認するとともに、総勘定元帳と補助元帳とを定期的に照合しなければならない。

（起票・記帳要領）
第９条　担当者は、仕訳伝票の発行および会計帳簿の記帳に際して次の要領により行い、担当者の押印をしなければならない。

　(1)　手書きの場合は、明瞭に記入し、複写式伝票は各葉の複写が鮮明となるように記入しなければならない。

　(2)　漢字は常用漢字、数字は算用数字、仮名づかいは現代仮名づかいによる。

　(3)　摘要欄は、定型的な文言により、取引内容が明瞭になるように記載しなければならない。

　(4)　期間・期日の表示は、次の要領による。

　　　３月31日　　　　　　 ３/31

　　　14年４月～14年９月 　14/４～14/９

　　　14年上半期　　　　 　14/９期

　　　14年３月期　　　 　　14/３期

　(5)　外貨建て取引の場合、当該取引の外貨額および邦貨への換算に当たっては、適用したレートを付記する。

（帳簿の締切り・更新）
第10条　経理規程第17条に定める、帳簿の締切り・更新の具体的手続は、次のとおりである。

　(1)　総勘定元帳は、毎月次で締切りを行い、年度ごとに更新する。

　(2)　補助簿は、原則として毎月次に締め切る。補助簿は、年度ごとに更新するのを原則とするが、継続して記帳を行うこともできる。

（伝票の検閲）
第11条　経理事務責任者は、すべての仕訳伝票につき次の事項の検閲を行い、承認の押印をしなければならない。

　(1)　勘定科目の適否。

　(2)　摘要、金額その他の記載事項が証憑と合致していること。

　(3)　証憑および仕訳伝票に、発行部門所定の責任者による確認・承認印があること。

２　経理責任者は、前項の検閲手続の妥当性を検討する他、経理部で発行された仕訳伝票につき前項の手続を実施し、承認の押印をしなければならない。

３　仕訳伝票は、前項の手続完了後、その効力を発する。

（帳簿の検閲）
第12条　経理事務責任者は、すべての会計帳簿につき、転記、合計、残高の適否を検討しなければならない。

２　前11条第２項および第３項は、本条に準用する。

（訂正）
第13条　経理事務責任者は、第11条および第12条の検閲の結果、誤りがある場合は担当者に訂正を求めなければならない。

（帳票の整理）
第14条　仕訳伝票および証憑は、月次ごとにとじ込むものとし、必要ある場合は分冊とする。

２　総勘定元帳は営業年度ごとにとじ込む。

３　前二項の表紙には、帳票の名称およびその期間、分冊の場合は整理番号を記入する。

（保存期間経過後の取扱い）
第15条　保存期間経過後の帳票などは、「文書管理規程」の定めるところにより、経理責任者の立会いのもとに定期的に廃棄する。
第３章　金銭会計

（入出金の仕訳伝票）
第16条　入出金に関する仕訳伝票は振替伝票とし、発行、回付、発効までの手続は経理規程による他、第３条から第11条までの定めによる。

（補助簿の検閲）
第17条　金銭の出納にかかわる担当者は、当日の入出金の報告を行わなければならない。

２　出納責任者は、少なくとも毎月末日に現金の実査を行い、また、年２回以上預金残高証明書を徴して、金銭残高の妥当性を確かめなければならない。

（金銭残高の不一致）
第18条　出納担当者は、現金または銀行預金の残高が帳簿残高と一致しない場合、直ちに出納責任者に報告しなければならない。

２　出納責任者は、記帳誤りなどその原因を調査し、出納担当者に適切な指示を与えなければならない。

３　原因不明による残高の不一致がある場合、出納責任者は、経理責任者に報告し、経理責任者は社長に報告する。再調査を行った後、経理責任者は社長の承認を得て、適切な処置をとらなければならない。

（領収証の発行および管理）
第19条　経理事務責任者は、担当者の作成した領収証を検閲する。

２　領収証は、一連番号を付した所定の様式による。書損じの領収証は廃棄印を押し、改めて作成しなければならない。

３　経理事務責任者は、領収証の用紙、廃棄済領収証および発行済領収証の控を保管し、その管理を行わなければならない。

（領収証控の添付）
第20条　経理規程第24条に定める、金銭の収納第３項にいう、原則として支払人の記名押印のある領収証控を添付するとは、当社の所定領収証を発行した場合にはその控を添付するものとし、次の場合には、伝票に付記して控の添付は要しない。

　(1)　先方の指定領収証を使用した場合

　(2)　銀行振込み入金で当社の所定領収証を発行しない場合

　(3)　その他これらに準ずる場合

（領収証の発行）
第21条　経理規程第25条に定める、領収証の発行第１項にいう、所定の領収証とは、当社が入金先へ渡すために定めた一定の様式の領収証で、伝票に添付する入金票（中片）および領収証控のある三連式のものとする。

２　経理規程第25条に定める、領収証の発行第２項にいう、発行依頼には、入金先名、金額、領収年月日、入金種類などの各要件を充足しなければならない。

３　経理規程第25条に定める、領収証の発行第６項にいう、領収証の整理・保存を行うとき、取消しまたは書き損じた領収証は、経理事務責任者の承認印を受けなければならない。

（小切手の振出しおよび管理）
第22条　出納責任者は、出納担当者が作成した小切手につき記載要件の具備を検閲したのち、経理責任者に押印を求める。

２　小切手は原則として線引き小切手とし、その金額の記入はチェックライタによる。

３　書き損じの小切手は、廃棄印を押し、改めて作成しなければならない。

４　出納責任者は、小切手の用紙、廃棄済小切手、発行済小切手の控を保管し、その管理を行わなければならない。

５　小切手の振出しは、仕訳伝票および小切手帳控をもって管理する。

（手形の振出しおよび管理）
第23条　手形の振出しおよび管理の手続は、前条第１項から第４項を準用する。

２　手形の振出しは、仕訳伝票および手形帳控をもって管理する。

（金銭の支払い）
第24条　経理規程第26条に定める、金銭の支払い第２項にいう、正規の領収証を受け取ることができない場合とは、慶弔費、電車賃などの支払いをいい、支払明細書などには発行部課の責任者の承認印がなければならない。

２　経理規程第26条に定める、金銭の支払い第５項にいう、一定の期日とは、取引約定による期日をいう。また、一定の時間内とは、原則として始業時より終業時の１時間前までとし、それ以降やむを得ず支払いをする場合は、翌日の勘定とする。収納事務についても、上記の取扱いを準用する。

３　経費の引当てなどのための仮払い、および経費の精算などの現金支払いは、経理事務責任者の承認を得て行うことができる。

（金種別残高表）
第25条　出納担当者は、小払資金の出納業務完了後、金種別残高表を作成しなければならない。

（有価証券台帳の作成）
第26条　出納責任者は、有価証券の取得・売却・在高を示す有価証券台帳を作成し、有価証券の管理を行う。

（有価証券の保管）
第27条　有価証券の管理および保管責任者は、経理責任者とする。

２　有価証券は、原則として金融機関の貸金庫に保管する。

３　担保差入れなどにより当社所定の場所に保管できない場合は、必ず預り証、保管証などを取得し、これを管理しなければならない。

（有価証券の照合）
第28条　経理責任者は、中間決算日・営業年度決算日および必要に応じて有価証券を実査し、有価証券台帳と照合しなければならない。
第４章　資金会計

（金融機関との取引）
第29条　経理規程第33条に定める、金融機関との取引にいう取引のうち、当座取引以外の預金取引については、経理責任者の承認を得て行うことができる。

（有価証券の取得、売却）
第30条　一時的な余剰資金の運用のための有価証券の取得、売却については、経理責任者が担当役員の承認を得たうえで、社長の決裁を得なければならない。

第５章　固定資産会計

（伝票・証憑の回付）
第31条　管理責任者は、取得検収後、直ちに仕訳伝票を発行し、納品書などの証憑書類を添付して経理責任者に回付しなければならない。

（資産計上）
第32条　経理責任者は、回付された第31条の仕訳伝票および証憑書類の検閲を行い、当該固定資産の計上科目および金額が適切であることを確認しなければならない。

（付随費用）
第33条　経理規程第48条に定める、取得原価にいう付随費用は、次の各号に掲げるものをいう。

　(1)　引取り運賃、購入手数料、その他購入のために要した費用

　(2)　事業の用に供するために直接要した費用

２　取得に伴う登録免許税および不動産取得税は、取得原価に含めないものとする。

（固定資産台帳などの作成）
第34条　固定資産の計上時に、証憑書類に基づき次の事項を記載した固定資産台帳、減価償却明細表を作成する。

　(1)　台帳番号

　(2)　勘定科目・名称・構造・仕様

　(3)　取得年月日・取得先・取得価額

　(4)　耐用年数・償却方法・償却率

　(5)　その他の必要事項

（固定資産税の申告・納税）
第35条　経理責任者は、地方税法の定めに従い、償却資産の申告を法定期限内までに行い、交付された納税通知書に従って、指定された納期までに固定資産税を納めなければならない。

２　固定資産税は、納付時に費用計上するものとする。

（減価償却の範囲）
第36条　減価償却の範囲は、次のとおりとする。

　(1)　有形固定資産の減価償却範囲額は、取得原価の95％とする。

　(2)　無形固定資産の減価償却範囲額は、取得原価の全額とする。

（減価償却の開始時期）
第37条　固定資産は、使用を開始した月次より減価償却を行う。

（有形固定資産の減価償却）
第38条　有形固定資産の毎営業年度の年間償却額は、定率法による償却率を前営業年度末の帳簿価額に乗じた額とする。

２　月次決算および中間決算における減価償却額は、年間償却額の月割り額とする。

３　有形固定資産の減価償却額は、減価償却累計額に計上する。

（無形固定資産の減価償却）
第39条　無形固定資産の毎営業年度の年間償却額は、定額法による償却率を取得原価に乗じた額とする。

２　月次決算および中間決算における減価償却額は、年間償却額の月割り額とする。

３　無形固定資産の減価償却額は、帳簿価額より控除する。

（売却・除却の起票）
第40条　管理責任者は、売却または除却された固定資産について直ちに仕訳伝票を起票し、契約書などの証憑書類を添付して経理責任者に回付しなければならない。

（売却・除却の会計処理）
第41条　経理責任者は、回付された第40条の仕訳伝票および証憑書類の検閲を行い、当該固定資産の帳簿価額を資産勘定から控除する。

２　控除する帳簿価額は、前年度末の帳簿価額をもって控除価額とする。

３　経理責任者は、固定資産台帳に売却・除却処分が行われた旨、売却・除却処分日、決裁番号、その他の必要事項を記入して、別途保管しなければならない。

第６章　業務会計

（仕入の計上基準）
第42条　経理規程第54条に定める、仕入の計上基準は検収基準とする。

（売上の計上基準）
第43条　経理規程第55条に定める、売上の計上基準は、出荷基準とする。

２　売上の締切り手続は、午後５時をもって行う。

（営業責任者）
第44条　経理規程第57条に定める、返品の営業責任者とは、営業各部門の部長、次長および課長をいう。

第７章　決算会計

（期末報告書）
第45条　経理規程第64条に定める、財務諸表などにいう営業年度末におけるその他の付属諸表は、次のものをいう。

　(1)　各勘定科目残高内訳明細書

　(2)　銀行勘定調整表

　(3)　在庫明細表

　(4)　その他、必要とする書類

（事前準備）
第46条　経理責任者は、関連各部門の協力を得て中間決算または営業年度決算の決算期日の一定期限前までに決算予想を作成し、社長に報告しなければならない。この場合、資産の評価減、債権の貸倒れ処理などで決算に重要な影響を与える事項については、その処理方針を示し、社長の承認を得なければならない。

２　経理責任者は、貯蔵品および固定資産の除却・売却、債権の放棄などの手続は、決算期日までに完結しなければならない。

（貸倒引当金の設定基準）
第47条　経理規程第69条に定める、会計処理基準の貸倒引当金は、法人税法施行令第97条第１項に規定する限度額および債権償却特別勘定の合計を基準として設定する。ただし、債権の貸倒れ見積り額が基準額を超過する場合は、貸倒れ見積り額をもって基準額とみなす。

（賞与引当金の設定基準）
第48条　経理規程第69条に定める、会計処理基準にいう賞与引当金は、法人税法施行令第103条に規定する限度額を基準として設定する。

（退職給与引当金の設定基準）
第49条　経理規程第69条に定める、会計処理基準にいう退職給与引当金は、従業員の退職給与の支払いに対処して、法人税法施行令第106条の累積限度額基準に準拠して設定する。

付　　則

（細則の改廃）
第１条　この細則の改廃は、「規程管理規程」による。

（実施期日）
第２条　この細則は、平成○年○月○日から実施する。











































